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 「東京大学の軍事研究禁止の原則を再確認しよう!」昼休み集会に参加された皆様に心より敬意

を表します。 

 いつの時代においても最先端の学術研究の成果が軍事転用という負の側面を持ちうることは残

念なことではありますが、軍事応用を主たる目的とする軍事研究は、公開性・自主性に支えられ人

類全体の幸福に資することを基とする学術研究とは対極にあると考えるべきです。 

 私たちが勤務する国立天文台では、1988 年 7 月の発足に際して「国立天文台の発足に当たって

の声明」を出し、「私たちの決意」のなかで「国立天文台は、いっさいの軍事研究に協力してはな

りません。私たちは、あらゆる軍との協力・共同研究を行わず、武器の開発を直接の目標としたプ

ロジェクトへは参加しません」と明確に述べています。 

 天文学の分野では、1980年代に米国が推進した宇宙空間での SDI(戦略防衛構想)に日本の天文学

研究者が巻き込まれそうになる危機がありました。このため電波天文学の研究者が中心となって

「SDIに反対する天文学研究者の会」が結成され、この会と天文台職員組合が共同でシンポジウム

を開催するなどして、反対運動を関連の研究者に呼びかけました。すると、彗星などを探索してい

るアマチュアの天文研究者も独自の反対署名を開始し、反対運動は全国に広がりました。こうして、

日本から SDI に協力する研究者を出すことはありませんでした。1993 年の SDI 計画中止を受けて

この反対運動自体は終結しましたが、1993 年 4 月に野辺山宇宙電波観測所が観測装置共同利用に

おける軍事研究排除の方針を明らかにして研究成果の公開を条件として求めるなど、現在も国立天

文台は軍事研究と一線を画しています。 

 戦後 70 年を迎えるにあたり、東京大学職員組合が東京大学の軍事研究禁止の原則の再確認を呼

びかけたのは時宜を得た取り組みだといえます。軍事研究は「戦争ができる国」への第一歩です。

公開性・自主性に支えられ人類全体の幸福に資する学術の発展のため、そして平和を貫くため、共

に頑張りましょう。 
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